
 様式１ 

令和  年  月  日 

質 問 書 

 

貴 社 名  

担当部署  

担当者名  

電    話  

Ｆ Ａ Ｘ  

メールアドレス  

 

１ 質疑事項  

 
資料名  

該当ページ (   ) ﾍﾟｰｼﾞ (   ) 行目 

内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 質疑事項  

 
資料名  

該当ページ (   ) ﾍﾟｰｼﾞ (   ) 行目 

内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参加表明書 兼 参加資格審査申請書 

（あて先）港区長 

令和  年  月  日 

事 業 者 名 

 

所在地 

 

代表者職・氏名                  

 

担当者氏名 

担当者連絡先 

担当者メールアドレス 

 

港区タレントマネジメントシステム導入業務、保守及び運用支援業務委託について、公募型プロポーザル

に参加したく、下記のとおり参加資格の審査を申請します。なお、本申請書及び添付書類の全ての記載事項

は、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 
参加資格内容 申請内容 

①港区と同程度又はそれを超える職員数がいる自治体から、本業務

と類似する案件の受注実績があること。 
受注実績がある・受注実績がない 

②地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該

当しないこと。 
規定に該当しない・規定に該当する 

➂経営不振の状態（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１

項に基づき更生手続開始の申立てをしたとき、民事再生法（平成 11 年

法律第 225 号）第 21 条第１項に基づき再生手続開始の申立てをした

とき、手形又は小切手が不渡りになったとき等。）にないこと 

経営不振の状態にない・経営不振の状態にある 

④港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（平成 16 年７月 30 日 16

港政契第 238 号）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。 
措置を受けていない・措置を受けている 

⑤港区の契約における暴力団等排除措置要綱（平成 24 年１月 26 日 23 港

総契第 1157 号）に基づく入札参加除外措置を受けていないこと。 
措置を受けていない・措置を受けている 

⑥区外事業者がプロポーザルに参加する場合、区外事業者は、原則と

して、区内事業者と共同すること。 
区内事業者・共同する・共同しない 

⑦港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（平成 16 年 7 月 30 日 16

港政契第 238 号）の別表の措置要件に該当する状態ではないこと。 
規定に該当しない・規定に該当する 

⑧港区の契約における暴力団等排除措置要綱（平成 24 年 1 月 26 日 23

港総契第 1157 号）の別表の措置要件に該当する状態ではないこと。 
規定に該当しない・規定に該当する 

 

※ いずれかを○で囲んで下さい。 

※ 各要件は参加表明書提出時点を基準日とします。なお、本件プロポーザル実施期間中またはプロポーザ

ルによる選考後契約締結日までの間において、いずれかの要件を欠くことになった者に対して、プロポー

ザルの参加資格を取り消し、または契約を締結しない場合があります。 

様式２ 



  年  月  日 

 

（あて先）港区長 

申請者  共同事業体の名称 

 

共 同 事 業 体 構 成 書 

 

共同事業体名  

 共同事業体所在地  

 

代表事業者名  

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者 1 の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者２の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者３の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

 

※記入欄が足りない場合は、行の追加等を行い、提出してください。

様式３－1 

コメントの追加 [a1]: 例えば、本社は「○○株式会社」

であるが、実際に契約するのは「○○会社 Ａ支店」で

ある場合、商号又は名称は「○○会社 Ａ支店」、役職

及び氏名は「Ａ支店長 港 太郎」と記載する。 



  年  月  日 

 

（あて先） 港 区 長 

申請者（共同事業体の代表団体） 

共同事業体名 

所在地 

代表事業者名  

代表者職氏名           印 

 

共 同 事 業 体 協 定 書 兼 委 任 状 

事業候補者として申請するため、公募要項に基づき共同事業体を結成し、港区との間における

下記事項に関する権限を代表事業者に委任して申請します。なお、本事業候補者となった場合は、

各構成事業者は業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行等に関して

詳細な協定を取り交わしたうえで、連帯して責任を負います。 

 

共同事業体の名称  

共同事業体の所在地  

共同事業体の代表事業者（受任者）  構成事業者（委任者） 

所在地   所在地  

事業者名   事業者名  

代表者職氏名  印  代表者職氏名  印 

構成事業者（委任者）  構成事業者（委任者） 

所在地   所在地  

事業者名   事業者名  

代表者職氏名  印  代表者職氏名  印 

共同事業体の成

立、解散の時期

及び委任期間 

  年  月  日から当該業務履行後３ヶ月を経過する日まで。解散の時期は、構成

事業者全員の同意をもって延長することができます。ただし、当共同事業体が本件事業

の事業候補者とならなかった場合は、ただちに解散します。また、当共同事業体の構成

事業者の脱退又は除名については、事前に区の承認がなければこれを行うことができま

せん。 

共同事業体の代

表事業者の権限 

１ 事業候補者選考の申請に関する件 

２ 区との本件業務の契約に係る見積もり及び契約締結に関する件 

３ 請負代金の請求及び受領に関する件 

４ その他契約手続に関する件 

その他 

１ 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡いたしません。 

２ 本協定書に定めのない事項については、構成事業者全員により協議することしま

す。 

※共同事業体の構成が４以上となる場合はこの様式に準じて構成事業者欄を増やして作成してください。

様式３－２ 

（共同事業体代表者用） 

コメントの追加 [a2]: 例えば、本社は「○○株式会社」

であるが、実際に契約するのは「○○会社 Ａ支店」で

ある場合、商号又は名称は「○○会社 Ａ支店」、役職

及び氏名は「Ａ支店長 港 太郎」と記載する。 



委  任  状 
 

   年   月   日 

港 区 長 様  
 

 

        所 在 地       

        商号又は名称 

        代 表 者 名                            ㊞ 

 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、下記業務に関する次の事項を委任します。 

 

 

          所 在 地  

    受 任 者 商号又は名称  

          役職及び氏名  

 

     

１ 業務件名                                   

 

２ 委 任 事 項 

(1) 共同事業体編成に関すること。 

(2) 事業候補者選考の申請に関する件 

(3) 区との本件業務の契約に係る見積もり及び契約締結に関する件 

(4) 請負代金の請求及び受領に関する件 

(5) その他契約手続に関する件 

 

 

                                            

              

      受任者使用印鑑 

 

 

様式３－３ 

（共同事業体編成用） 

コメントの追加 [a3]: 例えば、本社は「○○株式会社」

であるが、実際に契約するのは「○○会社 Ａ支店」で

ある場合、商号又は名称は「○○会社 Ａ支店」、役職

及び氏名は「Ａ支店長 港 太郎」と記載する。 



事業者名

単位：円

Ａ　タレントマネジメントシステム導入業務委託 0 0 0

1 0 -

2 0 -

3 0 -

4 0 -

5 0 -

6 0 -

7 0 -

8 0 -

9 0 -

10 0 -

0 0 0 0 0 0 0

1 0 -

2 0 -

3 0 -

4 0 -

5 0 -

6 0 -

7 0 -

8 0 -

9 0 -

10 0 -

0 0 0 0 0 0 0 0

明
　
　
細

Ｂ　タレントマネジメントシステム運用・保守業務委託

備　　考
令和12年度
【保守】

令和8年度
【導入】

総　　　計

税込計項　目
令和9年度
【保守】

　　　・赤く塗りつぶしたセルに明細、金額（税抜）を入力してください。
　　　・費用項目が不足する場合は行を追加して下さい。
　　　・備考欄は必要に応じてご記入ください。
      ・「概算費用見積書様式」の参考書類として、内訳（工数）が分かる費用見積詳細内訳書を添付し、
        提出してください。費用見積詳細内訳書の様式は問いません。

　　概算費用見積書

明
　
　
細

令和11年度
【保守】

税抜計
令和10年度
【保守】

令和13年度
【保守】

様式４



 
港区タレントマネジメントシステム導入、保守及び 

運用支援業務委託 プロポーザル参加辞退届 

 

 

令和  年  月  日 

 

（あて先）港 区 長 

 

 

 

提出者）本社所在地                 

 

事 業 者 名                 

 

代表者氏名                 

 

 

 

 標記業務のプロポーザルに基づく選考への参加を辞退いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

（連絡先）担当者所属                       

 

担当者氏名                       

 

Ｔ Ｅ Ｌ                       

 

メールアドレス                       

様式５ 


